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１．電力需給リスクの定量化と関東直下型地
震の影響評価への応用について
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電力需給リスクの展望と分析の必要性

電力需給構造の大幅な変化

東日本大震災後約3年が経過

電力危機は去ったのか？ 停電予防連絡ネットワークの存続は？

需要側の変化
・産業界のピークシフト
・家計の自主的な節電

最新データで電力需給リスクを定量化する必要

供給側の変化
・原子力発電所の運転停止
・火力発電の増強



多地域最適電源運用計画モデルの概要

制約式：482,761本
変数：841,826個

多地域最適電源
運用計画モデル

・電力需要
・需要伸び率
・PV発電量
・PV導入量推移

・揚水量上限
・揚水式バランス制約

・貯水量上限

・燃料費
・燃焼効率
・運転維持費
・環境税

・既設設備容量
・新規設備容量制約

・負荷追従制約
・稼働率上限
・送電ロス
・送電量上限

最適状態の
・発電量
・燃料使用量
・新規設備容量
・送電量

期間内の総運転コストを最小化

対象:電力会社
主要十社の供給分
期間は直近の1年間（需要値は
2012年度の最新値、または
2010年度の値を元に作成）



電源構成評価モデルにおける電力需要
－東京電力の日負荷曲線－
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電源構成評価モデルにおける電力需要
－関西電力の日負荷曲線－
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電源構成評価モデルにおける電力需要
－中部電力の日負荷曲線－
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電源構成評価モデルにおける電力需要
－九州電力の日負荷曲線－
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関西電力地域の需給構造の分析

関電地域は2012年度夏期に需給が逼迫→大飯原発再稼働
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関電の需要が2010年度比95％に増えると、周囲の全電力会社から融通を
受けるようになる。



関東直下型地震による供給力の減少と
需要の不確実性を考慮した電力需給リスクの定量化

• 関東直下型地震によって影響を受ける電力供給側の容量とその回復に要する
時間には不確実性がある。

• 電力需要は各地域の気象条件によって決まる要素があり、そのため地域間で相
関がある。

• 揚水発電の利用、電力融通、需要の不確実性を考慮した複雑な需給構造を考
慮した停電リスクの定量化を行う必要がある。

モンテカルロシミュレーションと最適化計算を組み合せた停電確率推定

・需要は地域間の相関を考慮した正規乱数とする。

・発生させた1回毎の需要値に対し、多地域電源運用計画の最適化を行う。

・各4000回ずつ試行する。



首都直下型地震による停電リスク増加の推定
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（参考）2013年度山浦寛和の卒業論文より

現状、融通強化、融通＋供給力強化の３ケースの停電時間推定結果
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２．2011年夏の「停電予防連絡ネットワーク」
について

13



LCSで検討している研究概要

【停電予防連絡ネットワーク】

レベル１：日ごろの節電呼び掛け
レベル２：供給予備率5%以下
レベル３：供給予備率3%以下

14

「かしわメール配信
サービス」2万3千人

停電予防連絡ネットワークの概念（2011年夏～）



停電予防連絡ネットワークの参加地域

市区町村単位でご参加

都県単位でご参加

関東地方人口カバー率 38％
図：プラチナ構想ネットワーク事務局作成



３つのLCS節電予報警報のメリットについて
アンケート結果
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省エネナビ設置家庭の節電要請時間前後1時間と比較で削減していた家庭数割合

節電要請日7月15日と8月18日と、最高気温33℃以上、最低気温25℃以上の平日（但し、お盆期間を除く）

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

7月15日 8月18日 他の日

家
庭

数
の

割
合

引用・転載不可



省エネナビ設置家庭の節電要請時間前後1時間と比較で削減していた電力使用量の割合

最高気温33℃以上、最低気温25℃以上の平日（但し、お盆期間を除く））、7月15日と8月18日（図中赤の四角）は前
日に節電予報を送った日
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省エネナビ設置家庭の世帯・時間当たり平均電力使用量の日変動（7月15日）
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省エネナビ設置家庭の世帯・時間当たり平均電力使用量の日変動（8月18日）

0 

200 

400 

600 

800 

1,000 

1,200 

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23

電
力

消
費

量
（
W
h)
/世

帯

時刻

モデル値 8月18日

節
電
要
請
時
間

4~8%/h 削減

引用・転載不可



停電予防連絡ネットワーク8月18日の予報の自治体からの配信状況

→停電予防連絡ネットワーク実施で、8月18日、ピーク時刻7MWh/hの電力消費が削減

仮に、東電管内1700万世帯の5割の世帯に節電予報が届く

→約0.5GWh/hの節電量、全体で約1％のピークカット効果（ 5000万kWの供給量として）

→ひっ迫状況に対する社会の関心度によっては、さらなる効果が期待

引用・転載不可
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実測データに基づく 家庭部⾨の時刻別電⼒消費量推計
東⽇本⼤震災後の家庭部⾨の電⼒消費実態は？

→ 東京電⼒管内の家庭に電⼒消費量測定器（省エネナビ）設置。

分析対象世帯数 = 72世帯（⼾建住宅40世帯、集合住宅32世帯）
分析対象期間 = 2011/7/1〜9/30

省エネナビデータから、各⽇における
⼀世帯あたり時刻別電⼒消費量平均値

を⼾建・集合別に算出

気温などで説明される
時刻別電⼒消費量推計モデル作成

（例）⼾建世帯の
電⼒消費量推移
（猛暑⽇・真夏
⽇・夏⽇・他）

モデル推計結果と実績値の⽐較
※モデル推計結果・・・世帯あたりの電⼒消費量推計値

に東京電⼒管内の世帯数を乗じて推計
※実績値・・・東京電⼒から家庭部⾨の電⼒販売量をヒアリング

各⽉の家庭⽤電⼒消費量推定値は
実績値とほぼ⼀致した

※グラフ中の誤差範囲は標準偏差を⽰
す。

引用・転載不可



→ 昨夏の最⼤電⼒発⽣⽇（8/18）は？
実測データに基づく 家庭部⾨の時刻別電⼒消費量推計

【モデル推計結果（8/18家庭部⾨）】

ピーク時（14〜15時）：約1000万kW

※グラフ中の誤差範囲は信頼区間95%値を⽰す。
【資源エネルギー庁資料】

ピーク時（14〜15時）：約1700万kW
【東京電⼒発表資料（2011年9⽉26⽇）】

※2010年夏期最⼤電⼒使⽤⽇需要構造推計よ
り。

※この数値は、直接計測した値ではなく、
全体の電⼒消費量から⼤⼝実測値・⼩⼝推計値を
差し引いて算出されたものである。

⼤⼝（主に産業）の電⼒消費量は実測値でピーク時約1450万kW。家庭部⾨が
仮に約1000万kWだったとすると、⼩⼝（主に業務）が約2472万kWとなる。
業務部⾨（店舗や飲⾷店など）の節電対策が重要なのでは？

昨夏の家庭部⾨は、東電推定よりも
電⼒寄与率が低かったのではないか？

引用・転載不可



政府（経済産業省）の需給逼迫警報との関連

24

経済産業省資料，「電力需給逼迫警報について」，2012.5.14より、
（http://www.meti.go.jp/setsuden/index.html）

http://www.meti.go.jp/setsuden/index.html


政府（経済産業省）の電力需給逼迫警報との関連

25

(1) LCSでは、昨年度より経済産業省、文部科学省とも情報
交換、連携しつつ停電予防連絡ネットワークを推進して
きたため、特にレベル３を供給予備率3%で発出すること
については、完全に整合している。

(2) ただし、停電予防連絡ネットワークは前日の地方自治体
活動時間内の17時前にお知らせし、地域住民に届ける
ことを重視しているが、電力需給逼迫警報は前日18時に
発出となっている。

(3) また、停電予防連絡ネットワークのレベル２に該当するも
のが電力需給逼迫警報にはない。

(4) このように両者には相違があり、今後完全な統合に向け
ては、更なる調整が必要である。

経済産業省資料，「電力需給逼迫警報について」，2012.5.14より、
（http://www.meti.go.jp/setsuden/index.html）

http://www.meti.go.jp/setsuden/index.html
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(1) 本ネットワークを、東電管内1700万世帯の5割の世帯に拡
大すると、50万kW程度（約1％）のピークカット効果が期待で
きる。

(2) 本ネットワークの主たる対象としてきた家庭部門のピークへ
の寄与割合は20%程度と推定される。今夏の停電予防に
は、大口（主に産業）もさることながら、小口（主に業務）の
割合が50%程度と大きい。今後は小口の消費部門の節電対
策を強化する必要がある。

(3) 経済産業省の需給逼迫警報との関係については、これま
でも情報交換を重ね、矛盾がないように運営してきたが、実
際のシステムには相違がある。今後、完全に統合し、オー
ルジャパン体制で運営できるか否か検討の必要がある。

停電予防連絡ネットワークの今後の展望



結論と今後の展望

(1) 地震による供給力の減少と需要側の不確実性を考慮した電力需給リスク

を定量化するためのモデルを開発した。

(2) 各地域の供給力の強化と地域間融通容量の増加を合わせることで効果

的に停電確率を減少させることができる。

(3) ただし、首都直下型地震のような特別な事象のためだけに大幅な供給力

強化を行うことは経済性の観点からは必ずしも望ましいとはいえないであ

ろう。

(4) 地震等の事象を想定した停電リスクの低減には、電力会社間の相互融

通を含むマクロな対策と、地域や建物レベルのミクロな技術的対策、更に

は社会制度やソフト面からの対策を総合的に組み合わせることが必要で

ある。本分析はそのうち、マクロな対策の評価を試みたものである。

(5) 今後は、本モデルによる評価に新電力や自家発なども含めていく必要が

ある。
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